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附 章 イギ リスの上訴制度について
本論文は、まず、第一章で、「上訴審の審理構造」について概観する。 ここでは、提出者












後の処置 として設けられたいわゆる民事上告特例法の失効が改めて惜 しまれるとする。そ し
て、.この民事上告特例法が採っていた裁量調査制は実質的には上告許可制であるが、イギ リ
スでは第一審判決に対する上訴は1回が原則で、2回 目の上訴には裁判所の裁量による許可

















基づ く控訴審において訴えを交換的に変更 し、控訴審が この新請求について も認容をすると
きには、そのさいの判決主文をどのように書 くべきかの問題である。 この点について、・提出
者は、最高裁昭和31年12月20日判決(民 集10巻12号1573頁)や同昭和S2年2月28日判決(民
集11巻2号374頁)が、従来の一 結論が同一であるという理由か ら一 民訴法384条2項に
よって 「控訴棄却」と表示 してきた実務の方式を変更 して、 結論は同じで も、別の請求
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となったとの理由から 第一審と同一の主文を改めて掲げる方式をとるものとしたことの













を考察の手がかりとしなが ら、 この点についてのわが国の判例一 とくに行政 ・労働事件の
判例一 と学説を詳細に検討するとともに、 ドイツの学説 ・判例 について も考察を行なうこ
とによって、廃止法令の違反 も上告理由としての法令違背となる場合がありうるとする説の
根拠づけを行なう。と同時に、上の最高裁判決の事件は、廃止法律に基づいてはいるが、原




法令」の問題 すなわち、法律審としての上告審は、不服を申 し立て られた判決の言渡 し
時に効力を有 していた法令(旧 法)に 基づいてのみ審判すべきかの問題一 を検討する。そ

























論 文 審 査 結 果 の 要 旨
このようにして、本論文は、わが国の民事上訴制度の中心をなす判決に対する上訴として
の控訴審 および上告審の 「審理構造」の特色、 とくに、その 「事実審」一一 そして 「続
審」一 と 「法律審」の差をつねに念頭におきつつ、控訴審については 「審級の利益」と 「控
訴審の裁判」を、また、上告審 については 「上告理由」と 「上告審の適用法令」 と 「上告審
における独立当事者参加」の問題を、提出者がこれまでに発表 してきた論文を基礎として、
できるだけ体系的に考察せんとしたものである。その各章とも、すでに学説や判例の存在す
る問題について、それらを整理 し、また、手がかりとしなが ら、上の観点からの提出者の見
解の理論化をはかったものであるが、その過程で、あるときは立法理由や立法の沿革を探 り、
あるときは実証的考察方法をこころみて、提出者は、一貫 して、形式論よりも実質論によっ
て具体的妥当性を確保 しようとしている。わが国の民事訴訟法学における研究は、第一審手
続をめぐるものが中心で、上訴審手続についてのものはごく近年にいたるまできわめて僅か
であっただけに、民事上訴制度の重要なテーマについて、 このように体系的に考察せんとし
た提出者の努力は評価することができ、本論文は、わが国の民事上訴制度に対する研究 とし
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て、学界に寄与するものと認められる。
以上によ・って、本論文提出者は、法学博士の学位を授与されるに値するもの と認める。
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